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令和３年度９月補正予算の概要 

令和３年９月７日 

１ 予算規模（一般会計） 

   補正額   １５，２７３百万円（令和２年度９月補正 ２，６３５百万円） 

          ・先 議 分 ９，９５８百万円 

          ・先議分以外 ５，３１５百万円 

   補正後  ３８７，６４４百万円（前年度同期 ３８２，２２４百万円） 

補正前  ３７２，３７１百万円 

財 源  国庫支出金 １１，５８１百万円、県債 ２，０３０百万円、 

繰越金 １，３１１百万円 など 

２ 主な内容  

   ７月豪雨や台風９号、秋雨前線による大雨で被害を受けた公共土木施設や農林畜産関連施設の本

格復旧などを早急に講じることにより、災害からの立ち直りを進める。 

また、感染力が強いデルタ株等の影響で、新型コロナウイルス感染の第５波が全国で猛威を振る

っている中、県民の命と健康を守るため、医療提供体制のさらなる充実と感染防止対策の徹底を図

るとともに、県内事業者支援や需要喚起等の県内経済の回復に向けた施策についても重点課題とし

て取り組む。 

   さらに、通学路の安全対策等の安全・安心の地域づくりと暮らしの再生に向けた個別課題につい

ても積極的に取り組む。 

３ 主な事業 

〇７月豪雨や秋雨前線による大雨災害などに対する復旧対策 

（計７，８９１，９３３千円） 

〔先議〕 

＜公共土木施設復旧＞（計５，２３８，０６６千円） 

・建設災害復旧費（公共事業） ………………………………………… ４，７００，０００千円 

７月豪雨や秋雨前線による大雨で被害を受けた道路、河川等の公共土木施設の復旧を行う。 

（技術企画課）

・河川安全・安心対策推進事業（公共事業） ……………………………… １５７，５００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた国庫補助事業の対象とならない河川の修繕や改修を行う。 

（河川課） 

・樹木伐採・河道掘削等緊急対策事業（公共事業） ………………………… ３９，０００千円 

  ７月豪雨により河川内に堆積した樹木・土砂の撤去を行う。          （河川課） 
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・治山施設等災害関連事業費（公共事業） ………………………………… ２３３，５４１千円 

  ７月豪雨により新たに発生又は拡大した荒廃山地等において、今後の降雨等による土砂流出

等の恐れがあるものについて、緊急的に復旧及び整備を行う。        （治山砂防課） 

・治山維持修繕費（公共事業） ………………………………………………… １３，０００千円 

  ７月豪雨により治山施設に堆積した土砂の撤去等を行う。         （治山砂防課） 

・砂防維持修繕費（公共事業） ………………………………………………… ５２，０００千円 

  ７月豪雨により砂防堰堤に堆積した土砂の撤去等を行う。         （治山砂防課） 

・小規模砂防施設新設費（公共事業） …………………………………………… ５，０００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた砂防事業区間において、事業進捗を図るため、新たに砂防施設

を整備する。                              （治山砂防課） 

・単県斜面崩壊復旧事業（公共事業） ………………………………………… １６，７２５千円 

  ７月豪雨により発生した国庫補助事業等の対象とならない小規模な斜面崩壊箇所の復旧を

行う市町村に対して支援する。                      （治山砂防課） 

・単県小規模急傾斜地崩壊対策事業（公共事業） ……………………………… ９，２００千円 

  ７月豪雨により発生した国庫補助事業等の対象とならない小規模な急傾斜地の復旧及び崩

壊防止対策を行う市町村に対して支援する。                （治山砂防課） 

・急傾斜地崩壊対策事業における個人負担低減補助事業及び利子補給事業 … ２，３００千円 

  市町村が実施する単県小規模急傾斜地崩壊対策事業の個人負担金の低減を図るため、個人負

担額や個人負担に充当する金融機関等からの借入利子相当額を補助する市町村に対して支援

する。                                 （治山砂防課） 

・土木防災管理費 ………………………………………………………………………… ８００千円 

  ７月豪雨における災害応援協定に基づく他団体からの支援に対する負担金を支出する。 

（技術企画課） 

・地域共同施設災害復旧補助事業 ………………………………………………… ９，０００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた地域共同施設復旧に要する経費を補助する市町村に対して支

援する。                                （技術企画課） 

〔先議〕 

＜農林畜産関連復旧＞（計２，５７６，３９３千円） 

・耕地災害復旧事業（公共事業） ……………………………………… １，７１０，０００千円 

７月豪雨や秋雨前線による大雨で被害を受けた団体営の農地・農業用施設の復旧を支援する。 

                               （農地・水保全課） 

・しっかり守る農林基盤交付金 ……………………………………………… １２４，０００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた国庫補助事業の対象とならない小規模な農地・農業用施設の復

旧を行う市町村に対して支援する。                  （農地・水保全課） 
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・県営地域ため池総合整備事業（公共事業） ………………………………… ２０，０００千円 

  ７月豪雨による被害のために、ため池改修に追加で必要となる土砂運搬経路の迂回対応、仮

設道路の復旧等を行う。                       （農地・水保全課） 

・林道施設災害復旧事業（公共事業） ……………………………………… ６７４，３９３千円 

  ７月豪雨や秋雨前線による大雨で被害を受けた県及び市町村が管理する林道施設の復旧を

行う。                             （県産材・林産振興課） 

・森林作業路網災害復旧対策事業 ……………………………………………… ３５，０００千円 

  ７月豪雨や秋雨前線による大雨で被害を受けた森林作業道等の復旧を行う市町村等に対し

て支援する。                          （県産材・林産振興課） 

・分収造林促進費 …………………………………………………………………… ９，０００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた県有林内の森林作業道の復旧を行う。（県営林事業特別会計に

対する繰出金）                             （林政企画課） 

・鳥取放牧場災害復旧事業 ………………………………………………………… ４，０００千円 

  ７月豪雨により被害を受けた鳥取放牧場の復旧を行う。            （畜産課） 

 〔先議〕 

＜その他の施設復旧＞（計７７，４７４千円） 

・妻木晩田遺跡災害復旧事業 …………………………………………………… ４７，８２４千円 

   ７月豪雨により史跡妻木晩田遺跡内で崩落した斜面の復旧等を行う。 

（とっとり弥生の王国推進課） 

 ・とっとり花回廊施設災害復旧事業 …………………………………………… ２３，５００千円 

   ７月豪雨により路肩が崩壊したとっとり花回廊内の道路の復旧を行う。   （生産振興課） 

 ・老人福祉施設等災害復旧費補助金 ……………………………………………… ６，１５０千円 

   台風９号により被害を受けた老人福祉施設の早期復旧を図るため、社会福祉法人が実施する

施設の災害復旧事業を支援する。                     （長寿社会課） 
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〇新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の充実と感染防止対策 

（計１，４９７，１９６千円） 

   ・新型コロナメディカルチェックセンター運営事業 ………………………… ７０，０００千円 

     新型コロナウイルス感染症の感染拡大により入院待機者が発生した場合においても、医療機

関が病状を評価した上で、保健所が療養先を決定するためのメディカルチェックセンターを設

置する。                    （新型コロナウイルス感染症対策推進課） 

 ・新型コロナウイルスワクチン接種促進支援事業 ………………………… ８００，０００千円 

     新型コロナウイルスワクチン接種の推進を図るため、病院・診療所における個別接種の実績

等に応じた支援を行う。          （新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム） 

   ・県営新型コロナウイルスワクチン接種会場運営事業 ……………………… ６０，０００千円 

     モデルナ社製の新型コロナウイルスワクチン接種の推進を図るため、県営ワクチン集団接種

会場を設営する。             （新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム） 

   ・職域等におけるワクチン接種推進強化事業 ………………………………… ３０，０００千円 

     企業や大学等の職域での円滑な新型コロナウイルスワクチン接種の推進を図るため、職域接

種会場運営等を支援する。         （新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム） 

   ・鳥取方式在宅療養体制整備事業 ……………………………………………… ９９，９７３千円 

     新型コロナウイルス感染症患者の急増に備え、在宅療養が可能な方に対する訪問看護ステー

ションによる在宅医療に必要な体制を整備する。              （医療政策課） 

   ・新型コロナウイルス感染症対策事業（宿泊療養運営等事業） ………… ４１３，０００千円 

     新型コロナウイルス感染症患者のうち、無症状者や軽症者が宿泊施設等で安静・療養を行う

ことのできる体制を整備する。                  （くらしの安心推進課） 

 ・県立文化施設感染症拡大防止事業 …………………………………………… ２４，２２３千円 

     新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、とりぎん文化会館及び倉吉未来中心の空

調、換気設備等の改修を行う。                      （文化政策課） 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 
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〇コロナ禍を乗り越えるための県内経済の回復（計４，６９８，２２０千円） 

※主な事業は次のとおり

   ・コロナ禍事業継続緊急応援事業 …………………………………………… ７００，０００千円 

     新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、外出自粛による経営上の影響を受けている県

内事業者の事業継続を応援するため、売上減少額に応じて支援する新たな応援金を創設すると

ともに、県と市町村が協調して県内事業者の事業継続と雇用維持を支援する。 （商工政策課） 

   ・新型コロナ克服特別金融支援事業 ……………………………………………………… 制度改正 

     県内中小事業者等の経営安定化等に要する資金の円滑な調達につなげるため、無利子・無保

証料の新型コロナウイルス感染症対応地域経済変動対策資金の申込期限を１２月末まで延長

する。                                 （企業支援課） 

   ・宿泊・観光事業者応援プレミアム前売り券発行支援事業 ……………… １００，０００千円 

     県内の観光需要の回復を図るため、新型コロナウイルスの感染状況等に応じて、県内の宿

泊・観光事業者、旅行会社等が取り組む前売り券等の発行を支援する。    （観光戦略課） 

   ・新型コロナ安心対策認証店特別応援事業 ………………………………… ２００，０００千円 

     新型コロナウイルス感染症の影響を受けた飲食店の需要喚起を図るため、新型コロナウイル

ス安心対策認証店となっている飲食店がプレミアム付きお食事クーポン券を発行するキャン

ペーン等を実施する。                     （販路拡大・輸出促進課） 

  ・ワクチンパスポートを活用したコロナ禍における海外ビジネス支援事業 … ６，０００千円 

     コロナ禍における海外でのビジネス展開を推進するため、充分な感染予防対策を講じた上で、

新型コロナワクチン接種証明書（ワクチンパスポート）を活用して海外販路開拓を目指す県内

事業者の取組を支援する。                        （通商物流課） 

 ・新型コロナから立ち上がる観光支援事業 …………………………… １，６７０，０００千円 

   県内の観光需要の回復を図るため、国の支援策を活用し、新型コロナウイルスの感染状況等

に応じて、周遊観光キャンペーン等を実施する。              （観光戦略課） 

・宿泊事業者新型コロナ感染防止対策事業 ………………………………… ５７７，５００千円 

   県内宿泊施設の感染防止と観光需要の回復を図るため、国の支援策を活用し、県内宿泊事業

者が実施する感染防止対策、ワーケーションスペースの設置等の前向きな取組を支援する。 

（観光戦略課） 

   ・鳥取県産業成長応援補助金 ………………………………………………… ８００，０００千円 

     鳥取県産業成長応援条例に基づいて認定を行った企業等の新たな設備投資等に対し、産業成

長応援補助金を交付する。                        （立地戦略課） 

 ・サウナを活用したニューツーリズム推進事業 ………………………………… １，０００千円 

   コロナ禍におけるアウトドアブームと相まって、自然の中でのサウナの人気が高まっている

ため、新たな周遊観光のメニューとして県内のサウナに関する情報発信を行う。（観光戦略課） 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 

〔先議〕 
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   ・首都圏アンテナショップでの県産品等消費喚起キャンペーン事業 ……… １２，５９５千円 

     県産品の需要促進・販路拡大を図るため、首都圏アンテナショップ「とっとり・おかやま新

橋館」での購入金額に応じたクーポン券を配布するキャンペーンを実施する。  （東京本部） 

 ・新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費 ………………………… ５００，０００千円 

   新型コロナウイルス感染症の状況や県内経済動向が日々変化する中で、県内事業者等が直面

する課題に対して、必要な対策を早急に講じるための枠予算を増額する。     （財政課） 

 ・新型コロナ対策農業収入保険負担軽減緊急支援事業 ………………………… ４，０００千円 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大や７月豪雨などの自然災害による価格低下、収量減少

等のリスクに対応し、安心した農業経営を実現するため、農業収入保険の保険料を支援する。 

（農林水産政策課） 

・鳥取梨生産振興事業（防災・減災対策） …………………………………… １７，０００千円 

     本年４月の降雹・降霰被害や台風９号による落果被害を踏まえ、今後の被害防止対策を進め

るため、高機能な多目的防災網などの導入を支援する。           （生産振興課） 

   ・柿梨等霜被害総合対策事業 …………………………………………………… ３５，０００千円 

     本年４月の柿、梨等への霜被害を踏まえ、今後の被害防止対策を進めるため、防霜ファン、

散水装置などの施設整備を支援する。                   （生産振興課） 

・酪農第三者継承モデル事業 ……………………………………………………… ４，４０９千円 

     後継者不在の酪農家の事業継承を円滑に進めることにより県内生乳生産の維持を図るため、

第三者継承に取り組む新規就農者を支援する。                 （畜産課） 

   ・飼料価格高騰による預託料負担軽減対策事業 ………………………………… ７，０００千円 

     国内飼料価格の急上昇による公共牧場を利用する畜産農家の負担を軽減するため、飼料高騰

に伴う増加経費の一部を支援する。                      （畜産課） 

   ・畜産災害代替飼料確保対策事業 ……………………………………………… １５，０００千円 

     台風９号により収穫できなくなった飼料用トウモロコシの代替飼料を確保するため、農業協

同組合が共同購入する代替飼料の購入経費の一部を支援する。          （畜産課） 

   ・高度衛生管理型市場整備事業 …………………………………………………… ２，３６３千円 

     境港高度衛生管理型市場の２号上屋建設工事期間中における市場利用者の負担軽減のため、

新たに冷海水の移送経費支援等を行う。                （境港水産事務所） 
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〇安全・安心な地域づくりと暮らしの再生（計１，１８５，７８０千円）  

※主な事業は次のとおり

   ・通学路安全緊急対策事業（公共事業） …………………………………… １００，０００千円 

     ６月に千葉県八街市で発生した通学路での死亡事故を踏まえた関係者による合同点検の結

果、抽出された危険箇所について、車両防護柵の整備等の緊急対策を実施する。（道路企画課） 

   ・盛土・急傾斜地緊急対策事業（公共事業） ………………………………… ９０，０００千円 

     ７月に静岡県熱海市で発生した土石流被害などを踏まえた盛土や急傾斜地の点検の結果、変

状等が確認された箇所について、詳細調査、応急又は恒久的な対策を実施する。（技術企画課） 

 ・生活福祉資金緊急貸付事業 ………………………………………………… １３０，０００千円 

   低所得者、離職者等に対し、必要な資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金貸付事業につ

いて、新型コロナウイルスの影響に係る特例貸付の貸付件数の増加に伴い、貸付原資の増額を

行う。                                 （福祉保健課） 

・原子力防災対策事業 ………………………………………………………… ２２８，０９６千円 

   原子力災害時における避難のさらなる実効性向上のため、原子力防災資機材の一括保管を可

能とする原子力防災支援拠点を整備する。              （原子力安全対策課） 

 ・鳥取情報ハイウェイＮＯＣ浸水対策事業 ……………………………………… １，３１８千円 

   （Ｒ４債務負担行為 ５７，０４６千円） 

   鳥取県庁議会棟別館１階に所在する鳥取情報ハイウェイのネットワークオペレーションセ

ンター（ＮＯＣ）の通信機器等の浸水対策のため、防水壁等を新設する。   （情報政策課） 

   ・県有施設等での県内企業による太陽光発電設備導入可能性調査事業 ……… ７，１００千円 

     県有施設及び農業集落排水処理施設における県内事業者への屋根貸しによる全量自家消費

型の太陽光発電実施に向けた導入可能性調査を行う。         （脱炭素社会推進課） 

   ・県民参画によるカーボンニュートラル推進事業 …………………………… １０，９５７千円 

     2050 年のカーボンニュートラルの実現に向けた気候変動の緩和・適応の取組や再生可能エネ

ルギー導入への県民の理解促進のため、体験型イベントやオンラインセミナーなどを実施する。 

                           （脱炭素社会推進課） 

【参考】 

    ＜公共事業＞                         ７，８２０，３５９千円 

     ・補助事業（農業農村、道路、土木総務）             ２１０，０００千円 

     ・単県事業（河川、砂防、治山）                 ２９２，４２５千円 

     ・災害公共（農業農村、林道、道路、河川、砂防、治山、港湾） ７，３１７，９３４千円 

     （農地・水保全課、県産材・林産振興課、技術企画課、道路企画課、河川課、治山砂防課） 


